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この論文の中では、銀行システムにおける公的介入全体をプルーデンス政策と呼ぶ。   
事前的規制のみをプルーデンス規制と呼ぶ場合もあるが、ここでは事前的規制・事後的  
措置川（＝セーフティネット）をあわせた呼び方とする。  









いがちである。   
破綻の波及経路のうち、後者は銀行同士が決済システムを通じて密接に相互依存関係に  































Ⅰ）戟後～1990年代初頭   
Ⅱ）1990年初頭～1990年代後半   
Ⅲ）1990代後半以降  
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モラルハザードを抑制する事前的規制が実質的に機能していなかった。ゆえに、当時の日  
本の銀行システムは、モラルハザードを生みやすい包括的なセーフティネットと実効性の  
ない事前的規制の組み合わせにより、非常に脆弱な構造を抱えていたといえる。   
このようなセーフティネットを支えていたのは、競争制限的規制によって銀行内部に発  
生する超過利潤（レント）の存在であった。   




























に起こった不良債権問題を契機に、これまでの認識の抜本的な転換が促された。   
新しい認識では、競争の抑制は銀行システムの脆弱性をもたらすというものであり、銀  
ー54鴫   
行の競争力強化と銀行システムの安定はむしろ相互補完的であると考えられるようになっ  
























る認識の転換に伴 って包括的なセーフティネットから事前的規制重視へとブルーデンス政  
策が変換したが、BIS規制で定められている自己資本比率規制が必ずしも現状には合わな  
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こうした認識の変化はブルーデンス政策にはどのように反映されているのか。   
この点に注意しながら、最近公表された新BIS規制案の改正ポイントと現行BIS規制  
の抱える問題点を比較しつつ、BIS規制がどのように変化したのかを見る。   
現行BIS規制案の問題点  
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③ 信用リスクへ影響を与えるビジネスサイクルの影響を考慮していない0   
硬直的な自己資本比率規制は、実物経済が好況期には、銀行資産のリスク拡大要因と   
なり、逆に景気が下降局面に転ずると不良債権が増大し、このことでリスク資産を減   
少させる誘引とな為（貸し渋りを引き起こす）。   
④ 国際業務を行う「メガバンク」の破綻や巨額損失はシステミックリスクのみならず、   
資産価格へも影響し、その影響は従来にもまして大きくなってきている。こうしたメ  
ガバンクにはさらに高い自己資本比率規制をかけるといったことも考える必要がある。   




バーゼル銀行監督委員が2001年1月16日に公表した「自己資本に関する新しいバー ゼ  
ル合意」（新BIS規制）は、2004年からの適用を予定されている。   
銀行業の内容、リスク管理の実務、監督の手法、金融市場などにおいて様々な変化があ  
る中で、BIS規制はどう変化したのか。以前から指摘されていた問題点はどのように改善  
されたのだろうか。   
具体的な改善点  







①『信用リスク算出におけるリスクウェイトの細分化』   
現行規制は、貸出し先を政府か銀行か事業法人かという大雑把な区別によって分類し画   
一的なリスクウェイトを適用していたが、新規制案は、一定の厳格な要件を満たす外部   
の信用評価機関（格付会社など）が付している格付を参照して、貸出し先の経営状況に   
応じてウェイトを変え、信用度に応じたリスク管理を徹底するように促している。   
②『信用リスク計測手法として、内部格付手法の導入』  
1996年の改正で市場リスク測定にのみ認められていた内部格付手法が、信用リスク測定   
においても認められるようになった（ちなみに、今回始めて計測方法が提案されている  
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オペレーショナルリスクも同様に内部格付手法が認められている）。   
内部格付手法を採用する銀行は、手法の内容と開示に関する厳格な基準に満たすことを   
条件に、借り手の信用力に関する自らの内部的な評価を利用して、信用リスクを評価す   
ることが認められる。   
内部格付手法のもとでは、まず銀行が借り手の信用力を評価し、その結果が将来損失と   
なる可能性がある額の推計値に換算され、それをもとに最低所要資本額が計算される。   
事業法人向け、政府向け、銀行向け与信については、基礎的手法と先進的手法の二種類   
が用意されている。基礎的手法の場合、銀行は個々の借り手のデフォルト確率を計算す   
るが、デフォルト時損失率やデフォルト時エクスポージャー額など、追加的なリスク要   
素の推計は、監督当局が定めた標準化された推計値が適用される。より厳格な監督基準   
を満たす銀行は、先進的手法を選択して、デフォルト確率以外についても自ら推計する   
ことが認められる。（バーゼル銀行監督委員会事務局「自己資本に関する新しいバーゼル   
合意」より）   
③『オペレーショナルリスクに村して、適切な自己資本を求める』   
信用リスク、市場リスクとは別に、日常業務の中で発生しうるリスクを予測し、損失額   
に見合う資本を確保しておく必要がある。情報技術の進展によって、コンピューターシ   
ステムの障害などが銀行経営に与える影響が大きくなっている他、一社員の不正が巨額   




も柔軟性を持っているといえる。   
①－2）現行規制には民間金融機関のリスク管理技術の高度化が反映されていないことに対  
しては、新規制は内部格付手法を認めていることである程度は反映されるようになる   
だろう。しかし、内部格付手法を使用するには、監督当局の設定する厳格な基準を満   
たさなければならず、その段階で画一的基準にしばられることになる。結果として、   
個々の金融機関の自主的なリスク管理に村するインセンティブを削いでしまう可能性  
がある。  
①－3）金融技術の発展への対応の遅れに関して、新しい規制案では、新しい金融技術を用   
いた手法の取り扱いに閲し、リスクをより正確に反映する手法が取り入れられている。  
しかし、一方で、バーゼル銀行委員会は一部の銀行が自己資本の保持を回避する手段   
としてそれらの手法を利用することに懸念を強めており、追加的に検討が必要である   
と認識してい る。当委員会はこの検討の結果、自己資本規制上での取り扱いについて   
の今回の提案が変更されるかもしれないと述べている。このことは、規制の見直しが   
実態に追いつかない現在の規制の限界を表しているといえる。今後、金融活動が高度   
化、複雑化するにつれて、規制当局が銀行の活動の実態を知ることはますます困難に  
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なるであろうが、規制の限界とそれがもたらす弊害は拡大すると思われる。  
② 金融コングロマリット化に伴って、包括的な監督を行うことがセーフティネットの範  














⑤ 現行規制において、信用リスクと市場リスクのみ取り扱い、オペレーショナルリスク   
が考慮されてなかったことは、新規制案においてオペレーショナルリスクに対しても  
自己資本を積むように要求することで解消されている。  
新しい合意の3つの柱   
第山の柱 最低所要自己資本   
第二の柱 監督上の検証プロセス   
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わるものを探す努力をしていく以外に選択肢はない。銀行自身の政舞・行動・技術を規制  
手法の改善に活用することで、市場のツ糾ルと可能な限り市場に近いインセンティプを組  


















のをどのような基準で選ぶかを明確に制定することの必要性を生み出している。   
ではこれらの点について、どのように対応していけばよいのだろうか。  












行の組織に応じたより柔軟な自己資本が達成されるものと思われる。   
ペナルティの設定に関しては、課徴金とした場合、銀行収益を圧迫するといった懸念が  
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あるため、遅れた銀行は収益が悪化してしまう可能性があるので、高度に管理された銀行  

























無視できない弊害が発生する可能性がある。   
このような機関・組織を対象とする機関別アプローチに対して、銀行の機能面に着目し、  
機能ごとに監督のあり方を考えていこうとする手法として「機能別アプローチ」  
（functional approach）が存在する。   
銀行の機能としては、例えば決済機能、金融仲介機能、資産運用機能等さまざまな機能  
が存在するが、そうした機能ごとに監督体制を組み直していく必要が出てきている。無用  
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ア機能は、決済機能を担っている部門だということになる。   
しかし、先述のように、BIS新規制案は連結での自己資本比率を基本としており、必ず  










トのコストを削減するような措置を取っても、削減されるコスト分には限界があるだろう。   
実務上の困難はあるだろうが、長期的なセーフティネットコスト削減を視野に入れて、  
機能別アプローチを少しでも反映させたブルーデンス政策を施すことが望まれる。  








は国債などの安全資産で運用し、収益は手数料から得る。   
ナローバンキング提案には、主にライタン提案・ピアス提案・ブライアン提案が挙げら  
れ、その遠いは ナローバンクの集めた預金の運用先に長期の安全資産を含めるか、預金  





のではないかと思われる。   
例えば、異業種の銀行参入として、イトーヨーカ堂のIYバンク銀行が挙げられる。IY  
バンクは当初商品の売買代金の引き落としや振込みなど、決済を専門に行うナローバンク  








口座を開設した顧客から徴収する口座推持手数料である。   
ただ、今回IYバンクという決済専門銀行ができたことが、即座にナローバンク制を導  
入することが可能だということを意味するとは限らない。   
イトーヨーカ堂が新しくナローバンクを設立するのと、既存の銀行がナローバンクを設  
























チの実践とみることができる。   
ナローバンク制を、金融システムの安定化の目的のために、即座に導入することは実現  
可能性が乏しい。しかし、今後、新しい銀行として決済専門銀行が新規参入してくる可能  












化に対応できるように、画一的な規制から市場規律を重視した政策へと推移した。   
今後はさらに、市場規律を活用した政策にうつっていくだろう。ただ、最低限守るべき  
機能に関しては、銀行組織が様々に変化する中においても、必ず適切に守られるようなセ  
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